
白島石油備蓄株式会社 

Ⅰ 法人の概要（平成 29 年 4 月 1 日現在）

1 所 在 地    東京都港区赤坂一丁目 12 番 32 号 

2 設 立 年 月 日    昭和 56 年 6 月 8 日 

3 代 表 者    代表取締役社長  安藤 文晴（平成 29 年 6 月 22 日就任） 

4 基 本 財 産    100,000 千円 

5 北九州市の出資金    5,000 千円（出資の割合 5.0％） 

6 役 職 員 数 

人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員  6 人 0 人 0 人  6 人 

 常 勤  5 人 0 人 0 人  5 人 

 非常勤  1 人 0 人 0 人  1 人 

職 員 84 人 0 人 0 人 84 人 

Ⅱ 平成 28 年度事業実績

平成 28 年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、経済財政等各種政策の推進に

より、景気は緩やかな回復基調が続いている。 

このような経営環境の下、白島石油備蓄㈱は、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（以下「機構」と

いう。）との白島国家石油備蓄基地操業に係る業務委託契約（平成 25 年度～平成 29年度）の４年度目にあ

たり、基地の操業に関しては、大型工事である貯蔵船白島一号水封タンク内防食工事の完遂や備蓄原油の

緊急放出時の対応能力強化のための基地間転送（払出）の実施他、業務改善など確実に取り組んだ。 

また、安全面では、元請会社・協力会社と一体となって取り組んでいるゼロ災活動を継続するとともに、

平成 20 年度から隔年で実施している海上災害対応能力維持および強化のための組織演習業務に取り組む

など、契約に定める業務を着実に遂行中である。 

業績については、当期は機構から 7,024 百万円の収入を得て、74 百万円の当期純利益となった。 
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Ⅲ 平成 28 年度決算 

1 貸 借 対 照 表（総括表） 

 平成 29 年 3 月 31 日現在（単位：千円） 

科   目 金 額 科   目 金 額 

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 3,310,197 流 動 負 債 2,374,106

現 金 及 び 預 金 973,377 未 払 費 用 2,264,535

営 業 未 収 金 2,041,572 未 払 法 人 税 等 16,161

前 払 費 用 10,914 未 払 事 業 所 税 8,207

未 収 消 費 税 等 247,921 預 り 金 4,128

未 収 入 金 2 賞 与 引 当 金 81,072

繰 延 税 金 資 産 36,180 固 定 負 債 296,337

そ の 他 227 退 職 給 付 引 当 金 262,499

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 33,838

固 定 資 産 60,846 負 債 合 計 2,670,443

有 形 固 定 資 産 19,145

建 物 13,629 （ 純 資 産 の 部 ） 

工 具 器 具 備 品 5,515 株 主 資 本 700,600

無 形 固 定 資 産 3,958 資 本 金 100,000

電 話 加 入 権 84 利 益 剰 余 金 600,600

ソ フ ト ウ ェ ア 3,874 利 益 準 備 金 24,550

投 資 そ の 他 の 資 産 37,743 そ の 他 利 益 剰 余 金 576,050

長 期 差 入 保 証 金 34,140 別 途 積 立 金 90,000

長 期 前 払 費 用 3,602 繰 越 利 益 剰 余 金 486,050

純 資 産 合 計 700,600

資 産 合 計 3,371,044 負 債 及 び 純 資 産 合 計 3,371,044

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て 

2 損 益 計 算 書 

 自 平成 28 年 4 月 1 日 

 至 平成 29 年 3 月 31 日（単位：千円） 

科      目 金      額 

売 上 高 7,024,449

売 上 原 価 6,578,031

売 上 総 利 益 446,417

販売費及び一般管理費 352,161

営 業 利 益 94,256

営 業 外 収 益 

受 取 利 息 261

雑 収 入 3,148 3,409

経 常 利 益 97,666

税 引 前 当 期 純 利 益 97,666

法人税、住民税及び事業税 24,717

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,856 22,861

当 期 純 利 益 74,805

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨て 
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Ⅳ 平成 29 年度事業計画 

平成 29 年度は、機構との業務委託契約（平成 25 年度～平成 29 年度）の最終年度にあたり、備蓄原油の

緊急放出時の対応能力強化のための基地間転送（受入）をはじめ、その他契約に定める業務を着実に遂行

する。 

また、機構との次期業務委託契約（平成 30年度～平成 34年度）を確実に更新すべく、当該期間におけ

る技術提案・操業計画の充実を図るとともに、平成 29 年度の会社目標である「安全・安定操業の維持継続」、

「業務改善、コスト効率化の着実な実行」、「人材の育成、モラルアップの推進」、「地域社会との共生、環

境との調和」の達成により、引き続き基地の安全・安定操業に努めていく。 

Ⅴ 役 員 名 簿

平成 29 年 7 月 1 日現在 

役 職 名 氏    名 備    考 

代表取締役社長 安 藤 文 晴  

専 務 取 締 役 川 口  修  

取 締 役 坂 井 俊 哉  

〃 竹 田 英 樹  

〃 水 野 尾    透  

監 査 役 佐 藤  薫 コスモ石油株式会社 
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